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第３章 １９７０年代の研究動向

１． はじめに

１９７０年代とは，外材輸入率が５５％（１９７０年）と過半を征し，末には６９％（１９７９

年）へと急速に自給率を低下させる年代である。国有林は年伐採量を２，０００万�

（１９７０年）から１，５００万�へ，要員規模を７．７万人（１９７０年）から６．３万人（１９７９

年）へと，減量「合理化」を推進する年代でもある。そして，１９７０年代とは，１９７２

年の国連人間環境会議（ストックホルム会議）で採択された人間環境宣言（「各

国政府と国民に対し，人類とその子孫のため，人間環境の保全と改善を目ざし

て，共通の努力をすることを要請する」）を受けて，翌１９７３年に，国連環境計画

（UNEP）ができた。さまざま地球的困難に対して，国際協力の道を探るための

会議が，世界各地の都市で行われることになる。ちなみに，わが国に環境庁が発

足したのは１９７１年で，林野行政の一環として行われていた狩猟及び鳥獣保護部門

を環境庁に移管するなど，ようやく環境行政が一元化されることになった。

経済同友会は１９７１年に「２１世紀グリーン・プランへの構え－新しい森林政策確

立への提言－」を公表し，従来の木材採取を主とする「フロー重視主義」の森林

政策理念から蓄積を重視する「ストック重視主義」に転換することを求める。公

益的機能と経済的機能の統一を軸とする新しい森林政策の理念と具体的政策手段

の確立，すなわち生産の減量化と合理化の推進を要請する。とは言え，１９７０年代

は，林業の採算性それ自体に対する不安感はなく，『林業白書』の特集テーマは

林業の発展，林業の地域的発展，担い手の育成を全面に出すなど，わが国では木

材生産を主とする林業政策が推進される。

２． 林業白書「特集テーマ」に見る政策基調の推移

林業白書が本格的に「特集テーマ」を掲げるのは１９７２年以降である。

１９７０年代において，林業白書が「林業発展」の単語を特集テーマに採用した年

度は，１９７４，７５，７６，７７，そして７８年と５年に及んでいる。これは，１９７４年度以
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降の林業白書が，「資源危機，不況への過程のなかで台頭してきた農林業見直し

ムードをうけて，１９７４年度『林業の発展と山村地域の課題』，１９７５年度『林業の

発展と林家の課題』，１９７６年度『林業の地域発展をめぐる課題』，１９７７年度『木材

需給と地域林業発展の課題』という一連の国内林業振興に重点をおいた展開に転

じた１）」ことによる。ほかにも「森林・林業の役割とその充実」（１９７２年），「地

域林業の担い手の課題」（１９７９年）がある。このように，１９７０年代の政策基調は

林業経営の採算がとれていることを前提としているのである。

１９８０年代になると，「森林管理の現状と緑資源確保の課題」（１９８２年），「森林資

源整備の新たな展開を目指して」（１９８５年），「豊かな国民生活のための森林づく

り」（１９８８年），そして「国民の要請にこたえる多様な森林資源の整備」（１９８９年）

と，産業としての森林資源には拘らない，国民生活に必要な森林資源の「整備」

を課題とするという基調に変化しつつある。１９８４年度の特集テーマ「国産材時代

への挑戦」に象徴的に現れているように，木材生産を発展させたいとする活力回

復は，いわば「叫び」となって，国産材時代の実現が困難となりつつあることを

認識させる。

１９９０年代以降は，林業経営の採算が悪化し，通常な形での林業投資活動が一般

的には困難となる。白書の特集テーマは「森林管理」が主要課題となる（１９９０，９１

年）。１９９４年度は「森林文化の新たな展開を目指して」が特集テーマとなる。２００１

年度からは，林業基本法が森林・林業基本法に改められたため，白書名が『森

林・林業白書』へ名を変更している。「森林と国民との新たな関係の創造に向け

て」（２００１年），「世界の森林の動向と我が国の森林整備の方向」（２００２年）と，林

業が消えてしまっている。

３．１９７０年代の林業経済研究活動の特徴

（１） 林業経済学会前史

およそ３０年前の１９７８年４月に林業経済学会が誕生したが，それに至る前史に触

れたい。財団法人・林業経済研究所は１９４７年６月に設立認可され，機関誌『林業

経済』は１９４８年５月号として創刊される。一方，林業経済学会の前身である「林

業経済研究会」は１９５５年５月に創立総会を開催し，研究会は『林業経済研究会會

報』を発行した。１９７８年，この研究会を改組することによって「林業経済学会」

が生まれた。林業経済学会は『林業経済研究会報』第９３号（１９７８年３月発刊）を

継承して，１９７８年１１月に新名称の学会誌『林業経済研究』を第９４号として発行し

た。多くの林業経済分野の研究者，行政，団体関係者は，月刊誌『林業経済』と

研究会誌『林業経済研究会會報』（１９７８年３月まで），学会誌『林業経済研究』

（１９７８年１１月以降）を併せて購読することになる。

（２） 林業経済研究会・林業経済学会の統一シンポジウム課題

①林業・林業経営・地域林業問題，過疎・山村問題

林業経済研究会（林業経済学会）は，統一テーマを設定してシンポジウムを１９７０

年４月から１９７９年１２月までの間１６回開催しているが，林業・林業経営・地域林業

問題，過疎・山村問題を取り扱うものが，「現段階の山村問題」（１９７０年），「現段

階の日本林業をめぐる諸問題」（１９７１年），「林業の展開と山村経済」（１９７２年），

「国内林業生産の展開」（１９７４年），「林業発展とその類型」（１９７５年），「現段階の

わが国における林業生産の担い手は誰か」（１９７７年），「現代日本資本主義下の林

業・山村問題」（１９７８年），そして「林業の地域的変貌とその特徴」（１９７９年）が

８回と最も多い。

１９７０年代に出版された著書は，『山村経済の解体と再編－木炭生産の構造とそ

の展開過程から－』（赤羽武，日本林業調査会，１９７０年），『林業政策論ノート』

（手束羔一，日本林業調査会，１９７０年），『林業経営論』（大金永治，日本林業調査

会，１９７０年），『林業経済論序説』（鈴木尚夫，東京大学出版会，１９７１年），『山村

の変貌と開発』（山村振興調査会編，古今書院，１９７１年），『林業の展開と山村経

済』（塩谷・黒田編，お茶の水書房，１９７２年），『林業経営』（半田良一，地球社，１９７２

年），『現代の山村・林業問題』（森巌夫，日本林業調査会，１９７２年），『山村経済

論－戦後における山村経済の展開過程－』（森巌夫，農林出版，１９７３年），『日本

林業の隷属的展開』（野村勇，地球社，１９７４年），『独占資本主義と農林業』（梅川

勉，汐文社，１９７４年），『農山村開発論』（喜多野清一ほか，お茶の水書房，１９７４

年），『林業地帯の形成過程－木頭林業の展開構造－』（有木純善，日本林業技術
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協会，１９７４年），『日本林政論－基礎的考察－』（中山哲之助，日本林業調査会，１９７４

年），『過疎の実証分析－東日本と西日本の比較研究－』（斎藤晴造編，法政大学

出版会，１９７６年），『日本経済と林業・山村問題』（林業構造研究会編，東京大学

出版会，１９７８年），『日本林業成熟化の道－地域林業の主体をどう形成するか－』

（北川泉編，日本林業調査会，１９７８年），『農山村振興と小規模林業経営』（黒田迪

夫編，日本林業技術協会，１９７９年），『コミュニティ再編成の研究－村落移転の実

証分析－』（斎藤吉雄編，お茶の水書房，１９７９年），『日本の林業問題－紀伊半島

における林業の展開構造－』（半田良一編，ミネルヴァ書房，１９７９年），『農林業

生産力論－構造変化と担い手の組織的展開－』（安達生恒編，お茶の水書房，１９７９

年）など，多数に上る。

②外材・木材流通，森林資源問題

統一テーマシンポジウムは，１９７０年に「日本林業と外材問題」，１９７５年に「森

林資源問題について」，そして１９７６年に「木材産業と流通再編」と３回開催され

た。著書には，『木材需給の動向と展望』（赤井英夫，日本林業調査会，１９７２

年），『木材輸入と日本経済－対日輸出国との関連をふまえて－』（村嶌由直，林

業経済研究所，１９７４年），『外材・その現状と展望』（安藤嘉友，日本林業調査

会，１９７４年），『近代的木材産業とは何か－これからの新時代を生きぬくために

－』（大石真人，緑書店，１９７５年），『木材産業と流通再編－危機の現状と展望－』

（岡村明達編，日本林業調査会，１９７６年），『北アメリカ林業の展望－日本の木材

供給をリードする－』（野村勇，林業経済研究所，１９７７年），『新外材読本』（野村

勇，林業新聞社，１９７８年），『林業経済論－木材価格と流通－』（片岡秀夫，日本

林業調査会，１９７８年），『森林資源論研究－その経済的アプローチ－』（萩野敏雄，

日本林業調査会，１９７９年）などがある。

③林業労働問題

林業労働問題に関するシンポジウムは，「林業労働をめぐる諸問題」が１９７６年

に，「林業労働力の再生産構造」が１９７９年，と２回開催された。著書には，『林業

労働の特性を衝く－国有林野事業の出来高制と生産性の検討－』（隅田達人，日

本林業調査会，１９７２年），『日本の林業賃金』（田中純一，日本林業調査会，１９７３

年），『林業労働問題を考える－林政審施策部会報告の理解－』（林業労働研究会

編，日本林業調査会，１９７６年），『川上山労とともに－吉野の山林労働者の労働と

生活の記録－』（山谷豊重，私家版，１９７８年）などがある。

④林野開発，自然保護・環境問題

１９７４年に，「開発・自然保護と林業」が１回開催された。著書には，『森林開発

と自然保護』（藤村重任編，水利科学研究所，１９７０年），『過疎と森林の生態学』

（菊地利夫編，水利科学研究所，１９７１年），『山村観光と観光評価』（柳次郎，日本

技術協会，１９７２年），『自然保護と日本の森林』（大政正隆，農林出版，１９７３年），

『自然保護・森林・森林生態』（四手井綱英，農林出版，１９７４年），『水と緑と土－

伝統を捨てた社会の行方－』（富山和子，中央公論社，１９７４年），『森林「開発」

の経済分析』（依光良三，日本林業調査会，１９７５年），『環境保全と森林規制』（筒

井迪夫編，農林出版，１９７６年），『森林の利用と環境保全－森林政策の基礎理念

－』（熊崎実，日本林業技術協会，１９７７年）などがある。

⑤国有林問題

１９７８年に「国有林の諸問題」が１回開催された。著書には，『樹海からの告発

－林業黒書－』（全林野労働組合編，社会新報社，１９７０年），『新・緑の再生－地

球は砂漠化する－』（日本林業労働組合編・刊，１９７２年），『国有林と地域経済－

四国の国有林－』（高知営林局林政研究会編，日本林業調査会，１９７２年），『日本

の林業－北海道編－』（札幌林政研究会編，地球出版，１９７２年），『木曽国有林物

語』（山下千一，下島書店，１９７３年），『日本の森林－国有林を荒廃させるもの－』

（四手井綱英，中央公論社，１９７４年），『森林経理考－主として「国有林野」経営

規程を中心として－』（野村進行，農林出版，１９７５年），『語りつぐ戦後林政史

正・続』（林政総合協議会編，日本林業調査会，１９７７・７８年）などがある。

⑥森林組合問題

「日本林業と森林組合問題」が１９７３年に１回開催された。著書には，『森林組合

制度史・Ⅰ～Ⅳ』（全国森林組合連合会編・刊，１９７３年），『森林組合の展開と地

域林業』（船越昭治編，日本林業調査会，１９７５年），「現代日本森林組合論序説」

（笠原義人，九州大学演習林報告，１９７５年），『森林組合論－戦後森林組合の機能

論的研究－』（森田学，地球社，１９７７年），『森林組合法の解説』（全国森林組合連

合会編，地球社，１９７９年）などがある。

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／１‐３章　１９７０  2006.10.30 10.51.51  Page 62 Black



62 63
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⑦その他の課題

１９７０年代の林業経済研究における東南アジア等発展途上国の調査研究はそれほ

ど多くはない。外材輸入率が１９７９年には６９％になるが，試験研究機関や大学など

の林業経済研究者が外材産出国・輸出国を研究する段階には至っていない。１９７０

年代の海外森林の資源調査は，紙パルプ資本など企業活動の一環として行われて

いる。

１９８０年以降，JICAによる森林資源開発調査事業が海外各地で行われるように

なる。１９８５年に国際熱帯木材機関（ITTO）が設立され，FAO熱帯林開発委員会

で熱帯林行動計画が採択される。１９８８年には国際環境計画（UNEP）管理理事会

で，気候変動に関する政府間パネル（IPPC）の設置が合意される。このように

地球環境問題にわが国政府自らが関わるようになるのは１９８０年代になってからで

あり，林業経済研究における熱帯林業分野研究に対する社会的要請が高まるのは

１９８０年代以降である。

４． 課題別にみた１９７０年代の林業経済研究動向

（１） 過疎・山村問題研究

１９６０年代からの高度経済成長期の山村・山間地域の急激な解体過程を克明に分

析し，そこにおける政府の林業・山村政策，農山村民や林業賃労働をめぐる矛盾

関係が明らかにされれてきた２），３），４），５）。しかし，山村地域崩壊を食い止める政策

提起や住民運動に連動させることは出来ず，地域再生の道や展望を共有するには

ほど遠い段階に留まっている。過疎・山村研究の社会的役割，社会貢献が問われ

ている。

なお，拡大造林をはじめとする木材生産重視の産業（林業）政策に対する批判

は７０年代には見られていない。

山村，過疎地域を対象とする経済政策に係わる研究は，かっては林業生産と農

業生産を基軸に分析することで基本的には把握が可能であった。しかし，産業別

就業人口の推移に典型的に現れているように，地域の産業構造は大きく変化して

いる。全国数値の第一次産業就業人口の割合は，１９５０年４８％，６０年３３％，７０年

１９％，８０年１１％，そして１９９０年には７％にまで低下している。産業別所得額に特

化して見るならば，地域における林業，農業問題の比重は，急激に低下してい

る。

（２） 林業労働分野研究

１９７０年代の林業労働分野研究は，労働力の析出基盤の変化を分析し，林業労働

力の再生産を可能とする条件づくりを提起しようとしてきた６），７）。

（３） 国有林研究

１９７０年代の国有林研究は，全林野労働組合が『樹海からの告発－林業黒書－』

（１９７０年），『この痛みを知れ－白ろう患者の訴え－』（土曜美術社，１９７６年），日

本林業労働組合が『新・緑の再生』（１９７２年）を出版するなど，国有林労働者の

労働組合関係者が国有林研究に重要な役割を発揮している８）。また，国有林関係

者自らが，九州林政研究会，札幌林政研究会，高知営林局林政研究会などの名称

で，国有林と地域経済の関わりを分析し，研究成果を出版している（１９７１，７２

年）。

国有林野事業は１９７５年以降，財務状況が急速に悪化し，７６年からは財政投融資

資金を投入することになり，７８年に国有林野事業改善特別措置法を制定する。わ

が国の国有林は１９７０年代後半以降，経営組織機構と直営事業の縮小の「経営改

善」が推進されることになり，林業経済研究者からの批判的問題提起が始めらる

ようになる９），１０），１１）。

（４） 外材・木材流通，森林資源問題研究

１９７０年代には，外材支配の進行に伴う木材流通再編の構造的変化が分析され

る１２）～２３）。木材・パルプ価格など林産物価格形成をめぐる研究が，民間研究者も

参画しながら活発化する２４）～２８）。北アメリカ，東南アジア等の木材産出国の森

林・林産業に関わる研究が，さほど多いとは言えないが１９７０年代には開始され

る２９）～３３）。
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いる。全国数値の第一次産業就業人口の割合は，１９５０年４８％，６０年３３％，７０年

１９％，８０年１１％，そして１９９０年には７％にまで低下している。産業別所得額に特

化して見るならば，地域における林業，農業問題の比重は，急激に低下してい

る。

（２） 林業労働分野研究

１９７０年代の林業労働分野研究は，労働力の析出基盤の変化を分析し，林業労働

力の再生産を可能とする条件づくりを提起しようとしてきた６），７）。

（３） 国有林研究

１９７０年代の国有林研究は，全林野労働組合が『樹海からの告発－林業黒書－』

（１９７０年），『この痛みを知れ－白ろう患者の訴え－』（土曜美術社，１９７６年），日

本林業労働組合が『新・緑の再生』（１９７２年）を出版するなど，国有林労働者の

労働組合関係者が国有林研究に重要な役割を発揮している８）。また，国有林関係

者自らが，九州林政研究会，札幌林政研究会，高知営林局林政研究会などの名称

で，国有林と地域経済の関わりを分析し，研究成果を出版している（１９７１，７２

年）。

国有林野事業は１９７５年以降，財務状況が急速に悪化し，７６年からは財政投融資

資金を投入することになり，７８年に国有林野事業改善特別措置法を制定する。わ

が国の国有林は１９７０年代後半以降，経営組織機構と直営事業の縮小の「経営改

善」が推進されることになり，林業経済研究者からの批判的問題提起が始めらる

ようになる９），１０），１１）。

（４） 外材・木材流通，森林資源問題研究

１９７０年代には，外材支配の進行に伴う木材流通再編の構造的変化が分析され

る１２）～２３）。木材・パルプ価格など林産物価格形成をめぐる研究が，民間研究者も

参画しながら活発化する２４）～２８）。北アメリカ，東南アジア等の木材産出国の森

林・林産業に関わる研究が，さほど多いとは言えないが１９７０年代には開始され

る２９）～３３）。
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（５） 自然保護・森林環境問題研究

１９６０年代の奥地国有林の大面積一斉皆伐施業による自然破壊に典型的に現れて

いるように，自然保護運動関係者には森林（木材）伐採，すなわち林業生産活動

それ自体が自然・環境破壊ではないか，と受け取られる場面が度重なることとな

った。林業経済研究者は，改めて，木材生産機能と森林の公益的機能の統一，木

材生産と自然保護の両立を，そして森林開発に伴う環境破壊や森林荒廃への対応

を研究課題としている３４）～３９）。

１９７０年代は，今日のように，生物多様性を最重視し，スギ・ヒノキ人工林を逆

に広葉樹林もしくは針広混交林へ転換させることまで再考する，ということまで

は話題になっていない。

（６） 林野制度・入会等歴史研究

１９７０年代には多く，以下に掲げるように，主なものだけでも３０余編に達する。

『大正・昭和林業逸史・上下』（林業経済研究所編，日刊林業新聞社，１９７１

年），『発展期における秋田材経済史』（萩野敏雄，林業経済研究所，１９７２年），

『林業技術史第１巻地方林業編・上』（日本林業技術協会編・刊，１９７２年），『戦後

林政の推移－藤村重任論文集－』（藤村磯子編，水利科学研究所，１９７２年），『山

村社会経済の構造分析－木地師制度研究序説－』（杉本壽，巌南堂書店，１９７３

年），『林野共同体の研究』（筒井迪夫，農林出版，１９７３年），『近世木材流通史の

研究－丹波材流通の発展過程－』（藤田叔民，大原新生社，１９７３年），『林業地帯

の形成過程－木頭林業の展開過程－』（有木純善，日本林業技術協会，１９７４年），

『流筏林業盛衰史－吉野北山林業の技術と経済－』（島田錦蔵，林業経済研究

所，１９７４年），『木地師制度の研究第１，２巻』（杉本壽，清文堂出版，１９７４・５

年），『戦前期における木曽材経済史』（萩野敏雄，農林出版，１９７５年），『内地材

流送史』（萩野敏雄，日本林業調査会，１９７５年），『林野入会と村落構造』（渡辺洋

三・北条浩，東京大学出版会，１９７５年），『公有林野政策と入会の変容』（北条浩，

徳川林政史研究所，１９７５年），『明治前期京都府林政史資料』（山田達夫編，有斐

閣，１９７５年），『林野所有権の研究』（杉本壽，清文堂出版，１９７６年），『王子製紙

山林事業史』（編集委員会編，農林出版，１９７６年），『江戸東京材木問屋組合正史』

（島田錦蔵，土井林学振興会，１９７６年），『林業技術史第２巻地方林業編・下』（日

本林業技術協会編・刊，１９７６年），『新東京木材史』（編集委員会編，新東京木材

商業協同組合，１９７６年），『東京原木史』（編集委員会編，東京原木協同組合，１９７６

年），『入会林野の史的研究・上』（北条浩，お茶の水書房，１９７７年），『戦前期内

地におけるパルプ材経済史』（萩野敏雄，日本林業調査会，１９７７年），『満蒙大陸

林業史』（外林会満蒙部会編，農林出版，１９７７年），『近代林野制度資料集』（林野

制度研究会編，お茶の水書房，１９７７年），『村と入会の百年史－山梨県村民の入会

闘争史』（北条浩，お茶の水書房，１９７８年），『國有林解放の研究』（杉本壽，巌南

堂書店，１９７８年），『大審院・最高裁判所入会判決集』全１２巻（北条浩編，お茶の

水書房，１９７８年），『樹海を育てた日日－北海道御料林の森林経営を考える－』

（御料林技術資料刊行会編，北海道林業会館，１９７８年），『近世における入会林野

の諸形態』（北条浩，お茶の水書房，１９７９年），『林野法制の展開と村落共同体』

（北条浩，お茶の水書房，１９７９年）。

１９７０年代には，外材支配体制のもとで転廃業や構造再編を迫られた木材産業界

は，崩れ行くもの，消えて行くものに思いを込めて，歴史研究が行われている。

数多くの歴史資料を出版している萩野敏雄氏，他分野からではあるが林業史・入

会研究で，杉本壽氏，北条浩氏の大著が注目される。

（８） 沖縄県研究

１９７２年５月，終戦後２７年目にして沖縄が日本に復帰し，同年７月に沖縄営林署

（熊本営林局）が設置される。篠原武夫氏４０）～４３），仲間勇栄氏４４），４５）は精力的に沖

縄林業の歴史と今日的諸問題を研究している。

（９） 行政官の１９７０年代の学会活動

１９７０年代の林業経済研究の担い手には大学研究者だけでなく，林業試験場

（現・森林総研），林業経営研究所（現・林政総合調査研究所），さらには林業経

済研究所など，現在とは比較にならないにほど多くの研究者が学会・研究活動に

参加していた。１９７０年代は財政的にも林業経済関連の調査研究にも政府予算が充

当され，林業経営研究所などの研究活動を支えてきた。林野庁内にも，手束羔
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（５） 自然保護・森林環境問題研究

１９６０年代の奥地国有林の大面積一斉皆伐施業による自然破壊に典型的に現れて

いるように，自然保護運動関係者には森林（木材）伐採，すなわち林業生産活動

それ自体が自然・環境破壊ではないか，と受け取られる場面が度重なることとな

った。林業経済研究者は，改めて，木材生産機能と森林の公益的機能の統一，木

材生産と自然保護の両立を，そして森林開発に伴う環境破壊や森林荒廃への対応

を研究課題としている３４）～３９）。

１９７０年代は，今日のように，生物多様性を最重視し，スギ・ヒノキ人工林を逆

に広葉樹林もしくは針広混交林へ転換させることまで再考する，ということまで

は話題になっていない。

（６） 林野制度・入会等歴史研究

１９７０年代には多く，以下に掲げるように，主なものだけでも３０余編に達する。

『大正・昭和林業逸史・上下』（林業経済研究所編，日刊林業新聞社，１９７１

年），『発展期における秋田材経済史』（萩野敏雄，林業経済研究所，１９７２年），

『林業技術史第１巻地方林業編・上』（日本林業技術協会編・刊，１９７２年），『戦後

林政の推移－藤村重任論文集－』（藤村磯子編，水利科学研究所，１９７２年），『山

村社会経済の構造分析－木地師制度研究序説－』（杉本壽，巌南堂書店，１９７３

年），『林野共同体の研究』（筒井迪夫，農林出版，１９７３年），『近世木材流通史の

研究－丹波材流通の発展過程－』（藤田叔民，大原新生社，１９７３年），『林業地帯

の形成過程－木頭林業の展開過程－』（有木純善，日本林業技術協会，１９７４年），

『流筏林業盛衰史－吉野北山林業の技術と経済－』（島田錦蔵，林業経済研究

所，１９７４年），『木地師制度の研究第１，２巻』（杉本壽，清文堂出版，１９７４・５

年），『戦前期における木曽材経済史』（萩野敏雄，農林出版，１９７５年），『内地材

流送史』（萩野敏雄，日本林業調査会，１９７５年），『林野入会と村落構造』（渡辺洋

三・北条浩，東京大学出版会，１９７５年），『公有林野政策と入会の変容』（北条浩，

徳川林政史研究所，１９７５年），『明治前期京都府林政史資料』（山田達夫編，有斐

閣，１９７５年），『林野所有権の研究』（杉本壽，清文堂出版，１９７６年），『王子製紙

山林事業史』（編集委員会編，農林出版，１９７６年），『江戸東京材木問屋組合正史』

（島田錦蔵，土井林学振興会，１９７６年），『林業技術史第２巻地方林業編・下』（日

本林業技術協会編・刊，１９７６年），『新東京木材史』（編集委員会編，新東京木材

商業協同組合，１９７６年），『東京原木史』（編集委員会編，東京原木協同組合，１９７６

年），『入会林野の史的研究・上』（北条浩，お茶の水書房，１９７７年），『戦前期内

地におけるパルプ材経済史』（萩野敏雄，日本林業調査会，１９７７年），『満蒙大陸

林業史』（外林会満蒙部会編，農林出版，１９７７年），『近代林野制度資料集』（林野

制度研究会編，お茶の水書房，１９７７年），『村と入会の百年史－山梨県村民の入会

闘争史』（北条浩，お茶の水書房，１９７８年），『國有林解放の研究』（杉本壽，巌南

堂書店，１９７８年），『大審院・最高裁判所入会判決集』全１２巻（北条浩編，お茶の

水書房，１９７８年），『樹海を育てた日日－北海道御料林の森林経営を考える－』

（御料林技術資料刊行会編，北海道林業会館，１９７８年），『近世における入会林野

の諸形態』（北条浩，お茶の水書房，１９７９年），『林野法制の展開と村落共同体』

（北条浩，お茶の水書房，１９７９年）。

１９７０年代には，外材支配体制のもとで転廃業や構造再編を迫られた木材産業界

は，崩れ行くもの，消えて行くものに思いを込めて，歴史研究が行われている。

数多くの歴史資料を出版している萩野敏雄氏，他分野からではあるが林業史・入

会研究で，杉本壽氏，北条浩氏の大著が注目される。

（８） 沖縄県研究

１９７２年５月，終戦後２７年目にして沖縄が日本に復帰し，同年７月に沖縄営林署

（熊本営林局）が設置される。篠原武夫氏４０）～４３），仲間勇栄氏４４），４５）は精力的に沖

縄林業の歴史と今日的諸問題を研究している。

（９） 行政官の１９７０年代の学会活動

１９７０年代の林業経済研究の担い手には大学研究者だけでなく，林業試験場

（現・森林総研），林業経営研究所（現・林政総合調査研究所），さらには林業経

済研究所など，現在とは比較にならないにほど多くの研究者が学会・研究活動に

参加していた。１９７０年代は財政的にも林業経済関連の調査研究にも政府予算が充

当され，林業経営研究所などの研究活動を支えてきた。林野庁内にも，手束羔
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一４６），萩野敏雄４７），４８），４９），坂本一敏５０），長池敏広５１）～５４）など論客を擁し，研究会

や学会，出版活動等に参加している。また，行政官の手による海外林業の翻訳紹

介も多く見られる。
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一４６），萩野敏雄４７），４８），４９），坂本一敏５０），長池敏広５１）～５４）など論客を擁し，研究会

や学会，出版活動等に参加している。また，行政官の手による海外林業の翻訳紹

介も多く見られる。
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